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 業務の目的および概要 

① 業務の目的 

市内の未利用公有地や、民間の低未利用地、所有者不明土地等の活用を推進することを

目的として、これらの土地の分布状況を可視化し、市場性・公共性といった指標により、活

用可能性を評価する。活用可能性の評価に当たっては、土地単体のみならず、隣接する公

有地と民地との一体的利用などによる価値向上を分析するとともに、民間活力導入による

活用の可能性を検討する。 

 

② 対象地域名 

滋賀県米原市全域（図中の番号は、業務内容②における対象物件７か所を示す） 
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③ 対象地域の特性 

本市は、東海道新幹線・東海道本線・北陸本線、近江鉄道という鉄道網があり、県下で唯

一の新幹線停車駅がある。また、名神高速道路・北陸自動車道のジャンクションとインタ

ーチェンジを有するなど、広域交通網が集積しており、京阪神、中京、北陸を結ぶ結節点と

して発展してきた。 

一方で、平成 28 年以降、人口は減少傾向であり、令和２年国勢調査では 37,225 人とな

っており、推計シミュレーションよりも、減少幅が大きくなっている。また、市内の空き家

はここ 10年で急増している。 

 

④ 対象地域（対象物件）の課題 

・市全域の低未利用地の分布状況の分析、ポテンシャルの把握 

・公共施設の統合集約等による公的遊休不動産の発生への対応 

・人口減少等による低未利用地の増加とその活用 

・土地活用を通じた地域経済の活性化 

 

⑤ 事業の実施体制／活用する地域の資源 

・ ：業務全体管理、未利用公有地分布状況整理、隣接等土地利用状況

把握、活用可能性のある未利用地抽出、モデル案策定、事業者ヒアリング 

・（公社）滋賀県不動産鑑定士協会：一体的な土地評価、モデル案策定 

・滋賀大学 ：業務アドバイザー 

・米原市：事業者ヒアリング 
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 業務工程 

 本業務の工程は、下記のとおり実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 業務工程 

 

 

 

 

 

  

7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

市内未利用公有地の分布状況整理（位置、規模、形状、発生要因、周辺状況、現況等）

未利用公有地の隣接地の土地利用状況把握（低未利用地の存在有無、所有者不明土地
の存在の把握）

隣接地との一体的な活用の可能性がある未利用公有地の抽出

一体的な利用を前提とした方向性及び効果の評価

未利用公有地と隣接低未利用地との一体的な利活用モデルの整理

地域、事業者ヒアリングを通じて、低未利用地の活用に向けた取組みを整理

実施内容

令和７年度
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●カテゴリ別状況例示 

活用方針を検討すべきと考えられる区分の物件については、物件一覧を作成し、物件一

覧の内容確認、カテゴリ別代表例の状況例示、所管課ヒアリング等によって、大まかな現

状を把握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

備考面積所在施設名称

未利用／田園集落地区（非線引き都市計画）・農用地区域

【財産契約課】 03：施設跡地（建物なし？）（例） （続き）

未利用地？／方針？
特定用途制限：産業地区／土砂災害危険箇所

※面積は登記または実測地籍（実測があれば実測、なければ登記による）
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●出力未利用地等のカテゴリ分け（性質分類）および大まかな活用方針 

• 01～04に区分された土地について、活用方針を検討すべきと考えられる未利用地等

とした。これらの土地は、普通財産土地の全体面積の約３割・13万㎡を占める。 

• そのほか、貸付利用中の土地が約 25％・９万㎡、墓地が約 20％・８万㎡の面積を占

めている。 
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●一体的な利用を前提とした方向性および効果の評価 

• 対象物件に対して、市場性及び公共性の観点から、一体的な利用を前提とした土地

活用の方向性に対する評価を行い、土地活用の方向性案を提示した。 

• 評価の観点を表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

<表 一体的な利用を前提とした方向性および効果の評価 観点＞ 
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② 今後の課題 

■対象物件の隣接地の利用状況の把握 

現況と相違があった箇所について境界の再確認 

登記情報による隣地所有者の確認 

 

■隣接地との一体的な利用の可能性検討 

 

■隣接所有者等へのアプローチ 

隣接所有者に限らず、利用ニーズのありそうなところに対してアプローチを行う。 

（自治会・地域へのヒアリング、近隣施設の利用者への意向確認、広く一般に向けた

情報公開） 
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 今後の取組予定・見通し 

■令和８年度以降の予定 

・市有財産活用基本方針の作成 

・物件利活用検討フロー図（案）の作成 

・外部有識者等の支援に関する検討 

・DX に関する検討 

（例) 地域、利用面積、用途等の希望事項を入力すれば、市内の未利用公有地が検索

できるシステムの構築 

・自治体アセットマネジメント研究会継続実施（個別連携協定に基づく公有財産等活用

に関する研究会） 

・公益社団法人滋賀県不動産鑑定士協会との連携協定（予定）に基づく実務支援 

 

※準備ができれば、物件５「伊吹駐在所跡地」の売払い（郵便型一般競争入札）の実施 




